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１ 補助事業の概要 

（１） 事業の目的 

電子商取引や量販店、キャッシュレス販売など昨今の流通市場変化は、企業ならびに各国

司法当局の共通課題になっている。急激な変化の実態に司法の対応が追い付かず、各国で新

たな領域の商事紛争が発生しており、各国では従来法のガイドライン設定や法解釈、担当当

局の改変で対応している。既往の資料、文献がないことから、本事業により各国の紛争事例

の収集と法的諸規制の現状を調査研究のうえ最新情報を企業、関係者に提供することを目的

とする。 

  

（２）実施内容 

 主要国の流通市場変化に対応した新たな法的規制の調査研究（http://www.iti.or.jp） 

当研究所内に「主要国の流通市場変化に対応した新たな法的諸規制の調査研究会」を設

置して日本、EU、インド、米国及び中国における流通関連規制等の最新動向について調査

研究し成果を報告書に取りまとめた。 

また、「紛争事例に見る主要国の流通市場変化と問題点」セミナーを日本貿易会（ジェト

ロ）との共催により開催した。 

 

＜研究委員会＞ 

第１回研究会開催 平成３０年 ９月２６日 

第２回研究会開催 平成３０年１０月１１日 

第３回研究会開催 平成３０年１１月２２日 

第４回研究会開催 平成３０年１２月２７日 

第５回研究会開催 平成３１年 １月２４日 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.iti.or.jp/


＜セミナー＞ 

「紛争事例に見る主要国の流通市場変化と問題

点」セミナー開催 

平成３１年 ３月２６日 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予想される事業実施効果 

日本を含めて米国、ＥＵ，中国、インドなどわが国の対外経済の太宗を占める各国の流通

市場変化と法的な対応情報の提供は、大手法律事務所、会計事務所による有料提供を除けば、

公に情報公開できる機関が見当たらないことから、極めて価値ある情報源として評価される

ことは必定である。 

 

３ 補助事業に係る成果物 

補助事業により作成したもの 

「紛争事例に見る主要国の流通市場変化と問題点」報告書 

(http://www.iti.or.jp/report_87.pdf) 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.iti.or.jp/report_87.pdf


 

４ 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名： 一般財団法人国際貿易投資研究所 （コクサイボウエキトウシケンキュウショ） 

住  所： 〒107-0045 

東京都中央区築地１丁目４番５号 

代 表 者： 理事長 畠山 襄 （ハタケヤマノボル） 

担当部署： 総務部 （ソウムブ） 

担当者名： 審議役 寺川光士 （テラカワコウジ） 

電話番号： 03-5148-2601 

F  A  X： 03-5148-2677 

E-mail ： webmaster@iti.or.jp   

Ｕ Ｒ Ｌ： http://www.iti.or.jp 
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